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序     文 

 カンボジア王国（以下、「カンボジア」と記す）では、1980年代後半の体制崩壊に続く内戦状態

を経て、1991年に和平協定が成立しました。これ以降、カンボジア政府は本格的に自由市場経済

の採用に努めてきましたが、体制・制度基盤が脆弱であることなどから、市場経済化に伴う制度

作りおよび人材育成が課題となっています。 
 一方、我が国はアジア、中央アジア、インドシナ地域の市場経済化移行国を対象として、市場

経済化を担う実務人材の育成を目的とした通称「日本センター」の設置を進めてきました。カン

ボジアにおいても、2004年４月から５年間で「カンボジア日本人材開発センター」の運営体制を

構築し、活動の三本柱（人材育成コース、日本語コース、相互理解促進事業）の実施体制確立を

目標とした技術協力プロジェクトを開始しました。また、2005年11月には無償資金協力による同 
センター施設建設が完工し、本格的なプロジェクト活動を展開しています。 
 今般、本プロジェクト協力の終了にあたり、活動の目標達成状況を確認するため、2008年10月

１日から同18日の日程で終了時評価調査団を現地に派遣し、カンボジア側と合同で、プロジェク

トの終了時評価を行いました。本報告書は、本プロジェクトのみならず、他国における日本セン

ター事業をより効果的かつ効率的に実施していくための参考として、広く活用されることを願う

ものです。 
 終わりに、本調査にご協力をいただいた内外関係者の方々に深い謝意を表するとともに、一層

のご支援をお願いする次第です。 
 
 平成21年１月 
 

独立行政法人国際協力機構 
公共政策部長 中川 寛章 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：http://www.eastedge.com/cambodia/map.html 

 



 

略 語 表 
略 語 正式名称 日本語訳 

ADB Asian Development Bank アジア開発銀行 

AFTA ASEAN Free Trade Area ASEAN自由貿易地域 

ASEAN Association of Southeast Asian Nations 東南アジア諸国連合 

AUN/SEED-Net 
Southeast Asia Engineering Education 
Development Network 

アセアン工学系高等教育開発ネットワー
ク 

BDS Business Development Service － 

C/P Counterpart カウンターパート 

CJCC Cambodia-Japan Cooperation Center  カンボジア日本人材開発センター 

GDP Gross Domestic Product 国内総生産 

HRD Human Resource Development 人材育成 

ITC Institute of Technology of Cambodia カンボジア工科大学 

JCC Joint Coordination Committee 合同調査委員会 

JICA Japan International Cooperation Agency 独立行政法人国際協力機構 

LDC Less Developed Countries 後発開発途上国 

MC Managing Committee 運営委員会 

M/M Minutes of Meetings 協議議事録 

MM Man Month 人／月 

MoEYS Ministry of Education, Youth and Sport 教育青年スポーツ省 

NUM National University of Management 国営経営大学 

ODA Official Development Assistance 政府開発援助 

OJT On-the-Job Training － 

PDM Project Design Matrix プロジェクト・デザイン・マトリックス

PO Plan of Operation 活動計画 

R/D Record of Discussion 討議議事録 

RULE Royal University of Law and Economics 王立法経大学 

RUPP Royal University of Phnom Penh 王立プノンペン大学 

S/C Steering Committee ステアリングコミッティ（評議委員会）

SME Small and Medium-Sized Enterprises 中小企業 

TOT Training of Trainers － 
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評価調査結果要約表 
１．案件の概要 

国名：カンボジア王国 案件名：カンボジア日本人材開発センタープロジェクト 

分野：人的資源 援助形態：技術協力プロジェクト 

所轄部署：公共政策部 
日本センター課 

協力金額（評価時点）：1,263,095千円（2008年度実施計画
ベース） 

先方関係機関：教育青年スポーツ省、王立プノンペン大学

日本側協力機関：独立行政法人国際交流基金 協力期間 
（R/D）：2004/04/01～
2009/03/31 

他の関連協力：（E/N）（無償）2004年６月15日 

１－１ 協力の背景と概要 
 カンボジア王国（以下、「カンボジア」と記す）では、1970年に始まった20余年にわたる内戦
により、インフラ・人的資源・社会制度等多くのものが失われた。特に1975～1979年の間は共
産主義国家となり、急進的な政策の実施により大きな混乱を来すことになるとともに、その後
に続く内戦の負の影響は現在も多く残っている。1991年のカンボジア和平協定成立後、政府は
本格的に自由市場経済の採用に努力してきたが、まだ体制・制度基盤が脆弱であり、ハード面
および人材育成や政府組織・制度整備に係るソフト面での支援が必要とされている。その中で
も特に市場経済化に伴う制度作りおよび人材育成は喫緊の課題である。 
 日本・カンボジア政府は2002年１月に、王立プノンペン大学（RUPP）構内に日本センターを
設置することを決定し、2004年４月から「日本人材開発センタープロジェクト」を開始した。
また、2005年11月には無償資金協力による「カンボジア日本人材開発センター（CJCC）」施設建
設が完工した。2006年10月に実施された中間評価調査ではそれまでの活動実績を確認するとと
もに、広報・情報発信を活動の柱に加えることとし、2007年５月、ステアリングコミッティ（評
議委員会）において活動計画変更（PDM、PO改定）が確認された。 
 現在本プロジェクトにおいては、①人材育成（Human Resourse Development：HRD）コース（ビ
ジネスコース）、②日本語教育、③相互理解促進事業、④広報・情報発信活動の４つの活動と、
これらの活動を通じたCJCCの事業実施体制強化を行っており、我が国から４名の長期専門家（チ
ーフアドバイザー、業務調整員、日本語コース運営指導、相互理解促進事業）および複数名の
短期専門家（HRDコースおよび広報・情報発信活動）を派遣中である。 
 
１－２ 協力内容 
（１）上位目標 
   カンボジアの市場経済化促進に資する人材の育成と、日本・カンボジア間の相互理解・

協力関係が促進される。 
 
（２）プロジェクト目標 
   市場経済化促進のための人材育成と、日本・カンボジア間の相互理解・協力関係を促進

するための活動を継続的に実施できる体制が整う。 
 
（３）成果 

１）CJCCが効率的・効果的な管理・運営システムを構築する。 
２）CJCCが効果的なHRDコースを提供する。 
３）CJCCが質の高い（中級レベルの）日本語コースを提供する。 
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４）CJCCがカンボジアと日本の間の人材と情報のネットワークに貢献する交流事業を提供
する。 

５）CJCCがウェブサイトやその他の活動を通じた広報、情報提供、カンボジアと日本双方
の他機関とのネットワーキング活動を促進する。 

 
（４）投入（評価時点） 

１）日本側 
長期専門家派遣    ４名（延べ７名）  短期専門家派遣  51名 
本邦研修       ８名 
機材供与       ２億円       現地業務費負担  約119万ドル 
２）相手国側 
カウンターパート（C/P）配置  ５名    CJCC雇用スタッフ41名 
土地・施設提供（CJCC敷地と施設）     運営費（光熱費や通信費） 

２．評価調査団の概要 

調査者 

団長・総括       伏見 勝利  JICA公共政策部日本センター 課長 
評価分析        岩瀬 信久  有限会社アイエムジー 
日本語コース評価分析  中島 透   国際交流基金関西国際センター 専門員
日本語コース評価企画  武田 友理  国際交流基金日本語事業部派遣・助成課
協力企画        末田 和也  JICA公共政策部日本センター課 

調査期間  2008年10月1日～10月18日 評価種類：終了時評価 

３．評価結果の概要 
３－１ 実績の確認 
 調査の結果、プロジェクト開始から約４年半が経過した終了時評価時点まで、上記「１－２
（４）」のとおり当初のスケジュールに従って日本・カンボジア双方からの投入は適切に行われ
ていることが確認された。 
 
 ３－１－１ 成果の達成状況  

成果の達成状況は以下のとおりである。 
 
（１）成果１：CJCCが効率的・効果的な管理・運営システムを構築する。 
   カンボジア人所長の下で７部門からなる CJCC組織が整備され、各職位に人材が配置さ

れている。職員の基本的な義務と責任を規定する「スタッフ規則（Rules and Regulations for 
Cambodian Staff）」が導入された。運営の意思決定にかかわる「承認書（Approval Sheet）」
も導入されている。モニタリング・システムの一環として各部門の月次報告が所長に提
出されている。CJCC内の運営会議と専門家会議も頻繁に開催されている。 

   JICA 予算に基づく年次予算計画が毎年策定されて、四半期ごとに適切に見直しされて
いる。しかし、CJCCの自己収入・支出の予測と計画を含めた統合的な財務計画は策定さ
れていない。カンボジア人所長、各部門マネージャー、専門家による会議が毎週開催さ
れている。 

   CJCCサービス・ユーザーに対しては「施設・設備利用規定（Rules and Regulation for the 
Use of CJCC Facilities and Equipment）」が作成され、クメール語、日本語、英語で用意さ
れている。来館者数、CJCC 会員費を含めた図書館収入、CJCC 設備の稼働率はいずれも
増加している。 

   このように成果１にかかわる活動は順調に進んでおり、プロジェクト終了までに成果
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１は達成される見込みである。 
 
（２）成果２：CJCCが効果的な HRDコースを提供する。 
   HRDコースでは、「セミナー・シリーズ」「起業家コース」「企業経営コース」が設計・

実施されている。終了時評価時点までに、24 回のセミナーに 5,578 名の参加者、18 クラ
スの起業家コースに 81 名の受講者、21 クラスの企業経営コースに 60 名の受講者（フル
科目ベース）があった。コース修了者数は起業家コースで 45 名、企業経営コースで 228
名である。これらのプログラムの受講者・参加者の満足度は大変高いと見られる。 

 
（３）成果３：CJCCが質の高い（中級レベルの）日本語コースを提供する。 
   日本語コースでは終了時評価時点までに 44 の研修コース、１回のセミナー、８つの特

別プログラムが計画・実施された。応募者数は常に各コースの定員を上回っており、す
べてのクラスが 100％の定員で充足されている。受講者総数は 1,620 名に達した。参加者
のうち、71％がコースを修了する一方、すべての参加者が各コースに「大変、満足した」
または「満足した」と質問表調査で回答している。 

   CJCC日本語コースの特徴は中級クラスと日本語教師研修の運営であり、相対的に高い
レベルの受講者に対する質の高い研修を提供している。プノンペンの日本語学校の現地
講師も CJCCの研修コースを受講している。また、現地講師による研修実施も進んでいる。
これらの観点から、CJCCは成果３をほぼ達成すると見込まれる。 

 
（４）成果４：CJCCがカンボジアと日本の間の人材と情報のネットワークに貢献する交流事

業を提供する。 
   プロジェクト開始以来、2008 年８月末までに 206 の交流事業が実施され、30,325 名の

参加者があった。各事業の参加者に対する質問表調査では、ほぼすべての参加者が当該
事業に満足したことが明らかとなっている。これらの事業では日本文化だけでなくカン
ボジア文化の様々な側面も紹介している。なお、大部分の事業の参加費は無料である。
指標の観点からは、CJCCが成果４を達成しつつあることを示している。 

   本分野での課題は日本文化事業にかかわる人材の欠如である。お茶や生け花等の事業
はプノンペン在住日本人のボランティアに頼っているが、日本文化を教えることのでき
る適切なボランティアを確保することは難しいことが多い。特定分野での短期専門家の
派遣がないことも交流事業実施にかかわる制約の一つである。 

 
（５）成果５：CJCCがウェブサイトやその他の活動を通じた広報、情報提供、カンボジアと

日本双方の他機関とのネットワーキング活動を促進する。 
   成果５は中間評価の結果として PDM に追加されたもので、CJCC は広報活動・情報提

供を行ってきた。CJCCはクメール語、日本語、英語のウェブサイトを稼動させており、
アクセス件数は 16 万以上に達している。プロジェクトは HRD・日本語の両コースのマル
チメディア教材を開発するとともに、カンボジアの日本人を紹介するテレビ番組「お元
気ですか」を監修した。認知度調査によれば、CJCCの名前を知っている人の割合は 2007
年の 14％から 2008 年９月の 24％に上昇した。 

 
 ３－１－２ プロジェクト目標の達成度 
 〈プロジェクト目標〉 
 市場経済化促進のための人材育成と、日本・カンボジア間の相互理解・協力関係を促進す
るための活動を継続的に実施できる体制が整う。 



iv 

指標-1：CJCC会員数が 900 名に増加する。 
指標-2：現地経費の 15％が CJCCの自己収入によってカバーされる。 
指標-3：プノンペン市内での CJCCの認知度が高まる。 
指標-4：両国の大学間交流等の交流活動の数 
指標-5：HRDコースのすべての段階が C/P主導で実施される。 
指標-6：HRDコース卒業生のうち、６名が新事業を開始する。 
指標-7：HRDコース卒業生のうち、70％が現在の業務において経営改善する。 
指標-8：日本語コースのすべての段階が C/P主導で実施される。 
指標-9：日本に留学した卒業生数（読売奨学生プログラム等を含む）が増加する。 
指標-10：交流事業のすべての段階が C/P主導で実施される。 

 
以下のとおり、プロジェクト目標達成を測定する指標の大部分は終了時評価時点までに満

足されている。CJCCの会員数と認知度は増加しており、各部門の運営の大部分がC/P側の主導
で徐々に実施されつつある。多くのHRDコース卒業生が既存事業の経営改善や新規事業を開
始したことを認めている。奨学金を得て日本に留学した日本語コース卒業生は17名に達した。
既述のように期待された５つの成果は発現しつつあり、プロジェクト目標達成の前提となる
３つの外部条件は基本的に満足される見通しである。これらの観点から、プロジェクト目標
はほぼ達成される見通しである。成果の達成結果を受けて、ほとんどの専門家、C/P、CJCC
スタッフがプロジェクト目標は達成されると見ている。この見方は評議委員会の何人かのメ
ンバーのコメントによっても確認された。 
 
３－２ 評価結果の要約 
（１）妥当性 
   本プロジェクトは、カンボジア開発政策との妥当性、ターゲットグループのニーズとの

妥当性、JICA の対カンボジア協力方針との妥当性のいずれも確保されており、全体的な妥
当性は高いということができる。 

 
（２）有効性 
   既述のように、プロジェクト目標はほぼ達成される見通しである。日本側から移転され

る技術・ノウハウの吸収能力の高い C/Pおよびプロジェクト（CJCC）により雇用されたス
タッフが適切に配置され、プロジェクトに対する強い責任意識を彼らが示し専門家との効
果的な共同作業が行われたことが主な貢献要因である。無償資金協力よる建物と設備、お
よびカンボジア国民の間での日本に対する好感度が、当初から CJCCの認知度と関心を一定
程度高めたと見られる。全体として、本プロジェクトは比較的高い有効性をもつと評価さ
れる。 

 
（３）効率性 
   本プロジェクトでは、当初計画どおり円滑に日本・カンボジア双方の投入が行われてい

る。また、専門家および C/P への質問表・面接調査の結果、投入の内容や質が適切であっ
たと評価されることから、投入による成果達成への転換が適切な水準で確保されており、
比較的高い効率性をもつと評価される。特に、能力の高いカンボジア側 C/P およびスタッ
フの配置が、効果的なプロジェクト運営に貢献したと評価される 

   CJCCの管理・運営手順はおおむね適切に確立されているが、プロジェクト設計時に運営
委員会（Managing Committee：MC）の機能とメンバーが定義され、これまでに MCが３回
開催されたものの、プロジェクト設計時に期待されたほどには機能していない。 
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（４）インパクト 
   終了時評価時点では相対的に限定的なインパクトをもたらしているものの、本プロジェ

クトは経済的・社会的側面において、より大きな規模のインパクトを発現する高い可能性
を有すると評価される。CJCCの様々な活動が将来的に継続し、さらに強化されれば上位目
標の達成は長期的に可能であると考えられる。上位目標の達成は本プロジェクトに対する
将来のカンボジア側の更なるオーナーシップとコミットメントの増加にかかっている。 

 
（５）自立発展性 
   本プロジェクトは技術面では比較的高い自立発展性を有するが、組織・財務両面におい

て中程度の自立発展性を有すると評価される。プロジェクトの自立発展性向上のためには、
組織体制の強化や自己収入の増加等の対応策が取られるべきである。 

 
３－３ 効果発現に貢献した要因 
（１）カンボジア政府、特に教育青年スポーツ省とRUPPによるオーナーシップ 
   プロジェクト形成時から本案件カンボジア側関係者であった教育大臣（開始当初同省次

官）、同省次官（開始当初 RUPP学長）の強いリーダーシップと調整力が本案件の円滑な遂
行、特にカンボジア側負担の予算の確保に貢献したと思われる。また、CJCC所長をはじめ
とする５名の RUPP教官がほぼ専任の C/Pとして配置されていることも強みとなっている。

 
（２）適切かつ意欲ある人材のC/Pまたはスタッフとしての登用 
   能力の高い人材が C/P として配置されたこともプロジェクトの成功をもたらした要因で

ある。また、C/P以外にも本プロジェクトにより雇用されたカンボジア人スタッフの多くが
有能かつ責任感をもった人材である。C/Pと主要スタッフの多くが日本での留学や仕事の経
験を有すると同時に、５名の C/P 全員が本プロジェクトでの本邦研修を受けており、プロ
ジェクトの有効性と効率性を高めたということができる。なおその前提として、本プロジ
ェクトが JICA日本センター案件では最後発のプロジェクトであり、配置された C/Pやスタ
ッフに対する適切な技術移転のノウハウと経験を日本側が有していたこともプロジェクト
の有効性と効率性の双方を高める要因になったと考えられる。 

   今後、CJCCの組織的自立発展性を高めていくためには、これら既存の中心的人材の更な
る能力向上を図るとともに、一般スタッフの研修や OJT を通した新たなマネージャー層の
育成、より幅広い層からの潜在的な CJCCスタッフ・マネージャー候補の掘り起こしを図っ
ていく必要がある。 

 
（３）HRDコース運営における専門家派遣形式 
   HRD コース運営では、プロジェクト開始当初から法人一括契約による業務委託方式での

事業運営を行ってきた。これにより、変化が激しくカバーする領域の広いビジネス分野に
おけるコース設計・運営を終始一貫して行ってきた。その結果、ベースライン調査や各種
ニーズ調査に基づいた柔軟なコース設計・運用、広い範囲にわたる適切な短期専門家の選
定と派遣、プロジェクトの PDMを数値目標等の面でさらに詳細に定義したモニタリング用
PDMを独自に策定してより効果的・効率的な業務管理とモニタリングを進めたことなどに
より、プロジェクトの有効性と効率性の向上に寄与したと考えられる。 

 
３－４ 問題点および問題を惹起した要因 
（１）HRDコース運営における専門家派遣形式 
   HRD コース運営に関しては、上記の貢献要因が考えられる反面、成果が求められる業務
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実施契約であるがゆえに、HRD コースの円滑な運営を重視するあまり、時に現地スタッフ
への技術移転が計画どおり進まなかったり、現地講師の発掘・活用に慎重になるケースが
あった。 

 
   これらの点を踏まえた今後の教訓として、業務実施契約による専門家派遣とプロジェク

ト実施のプラス面を十分評価しつつ、プロジェクトの有効性と効率性を一層高めるために、
業務委託方式での事業運営をプロジェクトのどのタイミングの、どの範囲の投入で適用す
るかについて、より慎重に検討する必要がある。 

 
（２）CJCCマネージャー・スタッフの離職懸念の増大 
   CJCCが有能な C/Pと若い現地スタッフの確保に成功し、採用された現地スタッフが高い

意欲と責任感をもって業務にあたっていることはプロジェクトの成功要因の一つであるが、
能力を高めた CJCC現地スタッフの離職の傾向が今後顕在化することが懸念されており、今
後の自立発展性に影響を与える要因となりうる。 

 
３－５ 結 論 
本プロジェクトはJICAによる協力の開始から４年半を経過した。全くのゼロからのスタート

だった本プロジェクトは順調な進展を見せており、プロジェクト終了までにプロジェクト目標
を達成する見込みが非常に高い。CJCCは二国間の相互理解を促進するための自立発展可能な「サ
ービス提供」機関としての基本的な管理・運営構造を確立した。実践的なビジネス研修と日本
語教育の双方における質の高い研修実施機関としてのCJCCの認知度はプノンペン市内で次第に
広まりつつある。しかし、カンボジアの市場経済促進と二国間の相互理解・友好関係の促進に
係る目に見えるインパクトを確認するにはもうしばらく時間を要するものと見られる。将来の
満足すべきインパクトを確保するためには、より長期にわたって効果的・効率的な事業を計画・
実行するCJCCの継続的な努力が求められる。特に、CJCCの組織的、財務的な自立発展性を確保
することが今後検討すべき重要課題である。本プロジェクトは今後の発展のための基盤を確立
したものの、カンボジアの関連する諸機関やJICAとともに、CJCCが本プロジェクトの自立発展
性を強化するためにより多くの努力を払う必要がある。 
 

３－６ 提言（当該プロジェクトに関する具体的な措置、提案、助言） 
調査団はプロジェクトに対して以下の提言を行った。 

 
（１）センター運営管理 
   各部門間のより効率的な情報共有と協働を図りながら、HRD コース、日本語コース、交

流事業の各活動の連携を強めた運営を図る。 
１）各職位の書面による機能定義の明確化を含め、中期的な人員配置と職員研修プログラ
ムを策定する。 

２）職務マニュアルの整備等の制度能力を開発する自立的方法を検討する。 
３）収入創出事業と自己収入の効果的な支出の双方に係る明確な方針を含めた中期的な財
務管理計画を策定する。 

４）自立発展可能な運営を可能にする自己収入増加のための更なる努力を行う。 
５）自立発展可能かつ現実的な財務計画を可能にするCJCC施設能力の向上を検討する。 

 
（２）HRDコース運営 

１）現地講師の発掘および能力向上にさらに注力する。 
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２）商務省や他のビジネス研修機関等の関連機関との協働にかかわる努力を増加させる。
３）HRDコース卒業生に対するフォローアップ活動として卒業生間の意見・経験の交換を
図る機会とCJCCネットワーク拡大のための機会を増やす。 

 
（３）日本語コース運営 

１）中級クラス以上のコースで教えることのできる現地講師の数を増やすために、カンボ
ジアの日本語教師に対する日本語研修能力の更なる向上のためのより多くの研修コース
実施に努力する。 

２）大学や語学学校を含めた日本語教育コミュニティのネットワーキングにかかわる調整
機能を強化する。 

 
（４）交流事業運営 

１）王立芸術大学やその他の大学との情報共有と協働を増やす。 
２）既存事業の改善と両国の文化・伝統の一層の理解を深めるための新たな事業の設計を
行いながら、新たなターゲットグループを発掘する努力を行う。 

 
 またさらに効果的な成果を達成するために、プロジェクトの残り期間中と終了後において次
の事項を検討するように提言した。 
 
（５）商務省等の評議委員会メンバーである関係機関とCJCCの関係を強化すべきである。CJCC

はそれら機関との共同事業を効果的に計画・実施するためにより積極的なアプローチを取
ることが期待される。 

 
（６）運営委員会の権限と責任の再定義とともに、CJCCの意思決定プロセスについてさらに検

討すべきである。 
 
３－７ 教訓（当該プロジェクトから導き出された他の類似プロジェクトの発掘・形成、実施、

運営管理に参考となる事柄） 
本評価調査を通じ、調査団は本案件の経験から導き出され、主に他の日本センタープロジェ

クトで参考となるべき教訓として、以下の２点を抽出した。 
 
（１）オーナーシップの高いC/Pとの関係構築について（C/P側の人員配置、リーダーシップ） 
   カンボジア側はCJCC所長をはじめ主なセクションの管理職にC/P（大学職員）を配置して

いる。これら定着率の比較的高い人員を配置することはプロジェクトの組織運営上の基盤
強化につながり、自立発展性を高めるものといえる。したがって、他の日本センターにお
いても組織人員の定着率に着目した運営を行い、かつ所長の適切なリーダーシップ発揮に
よる組織運営体制の強化や、関係者の理解促進を図ることがプロジェクトの成果を高める
うえで有効と思われる。ただし一方で、日本側専門家チームとの円滑なコミュニケーショ
ンならびに信頼関係が損なわれるとプロジェクトの運営に重大な影響を及ぼすことが懸念
される。 

 
（２）組織作りにおけるプロセス管理の重要性について 
   本案件においては、ゼロからの組織体制を構築し、46名のC/Pおよびスタッフを擁する組

織に発展させてきた。この間、日本側からの技術移転は継続的に行われてきたが、協力期
間中は一貫して、カンボジア側がCJCC活動の中心であるべきとの日本側プロジェクト関係
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者の共通認識のもとで協力が行われてきた。案件開始当初は日本側も含め試行錯誤が多か
ったが、本件調査時点では多くの活動がカンボジア側主導で行われるようになっていた。 

   プロジェクトにおける自立発展性を確保するためには、本案件に見られるように、プロ
ジェクト関係者の共通認識がプロジェクト期間中のあらゆるプロセスにおいて意識され、
共有・実践されることが重要である。 

 

 
 



－1－ 

第１章 終了時評価の概要 
 
１－１ 調査団派遣の経緯 

（１）案件の背景等 
   カンボジア王国（以下、「カンボジア」と記す）では、1970年に始まった20余年にわたる内

戦によって、インフラ・人的資源・社会制度等多くのものが失われた。特に、1975～1979年

の間は共産主義国家となり、急進的な政策の実施により大きな混乱を来すことになるととも

に、その後に続く内戦の負の影響は現在も多く残っている。1991年のカンボジア和平協定成

立後、政府は本格的に自由市場経済の採用に努力してきたが、まだ体制・制度基盤が脆弱で

あり、ハード面および人材育成や政府組織・制度整備に係るソフト面での支援が必要とされ

ている。その中でも特に市場経済化に伴う制度作りおよび人材育成は喫緊の課題である。 
 
（２）案件の概要 
   我が国はアジアの市場経済化移行国を対象として、市場経済化を支える実務人材を育成す

るとともに、日本の「顔の見える協力」を実現する拠点として、これまでベトナム、ラオス、

カンボジア、モンゴル、ウズベキスタン、カザフスタン、ウクライナに「日本センター」を

開設し、各国で特徴ある事業を展開している。 
   日本・カンボジア政府は2002年１月に、王立プノンペン大学（Royal University of Phnom Penh：

RUPP）構内に日本センターを設置することを決定し、2004年４月から「日本人材開発センタ
ープロジェクト」を開始した。また、2005年11月には無償資金協力による「カンボジア日本

人材開発センター（Cambodia-Japan Cooperation Center：CJCC）」施設建設が完工した。2006
年10月に実施された中間評価調査では、それまでの活動実績を確認するとともに、広報・情

報発信活動を活動の柱に加えることとし、2007年５月、ステアリングコミッティ（評議委員

会）（Steering Committee：S/C）において活動計画変更〔プロジェクト・デザイン・マトリッ
クス（Project Design Matrix：PDM）、活動計画（Plan of Operation：PO）改定〕が確認された。 

   現在、本プロジェクトにおいては、①人材育成（Human Resource Development Course：
HRD）コース（ビジネスコース）、②日本語教育、③相互理解促進事業、④広報・情報発信
活動の４つの活動と、これらの活動を通じたCJCCの事業実施体制強化を行っており、我が国
から４名の長期専門家（チーフアドバイザー、業務調整員、日本語コース運営指導、相互理

解促進事業）および複数名の短期専門家（HRDコースおよび広報・情報発信活動）を派遣中
である。 

 
１－２ 調査の目的 

（１）これまで実施してきた協力活動について、当初計画およびPDM変更を行った中間評価調査
結果に照らし、投入実績、活動実績、管理運営状況、カウンターパート（Counterpart：C/P）
への技術移転状況、外部条件等について確認を行う。 

（２）JICA事業評価ガイドラインに基づき、評価５項目（妥当性、有効性、効率性、インパクト、
自立発展性）の観点から評価分析を行う。 

（３）目標達成の程度を判定したうえで、プロジェクトに残された課題をカンボジア側関係者と

確認し、協議議事録（Minutes of Meetings：M/M）としてカンボジア側と署名する。 
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（４）評価結果を踏まえ、現在要請中のフェーズ２プロジェクトの方向性について、カンボジア

側関係者と意見交換を行う。 
 
１－３ 調査概要 

（１）事前準備 
  １）終了時評価対処方針の決定（対処方針会議） 
  ２）既存資料に基づくプロジェクト活動実績の確認 
  ３）既存資料に基づくプロジェクト目標達成度の確認 
  ４）評価５項目（妥当性、有効性、効率性、インパクト、自立発展性）による評価（仮説） 
 
（２）現地調査 
  １）面談等を通じたプロジェクト活動実績の確認 
  ２）面談等を通じたプロジェクト目標達成度の確認 
  ３）評価５項目（妥当性、有効性、効率性、インパクト、自立発展性）による評価（仮説の

修正） 
  ４）協力終了までの活動提言 
  ５）成功要因、目標達成の阻害要因分析、教訓抽出 
  ６）プロジェクト終了後の方針検討 
  ７）カンボジア側関係者との評価分析結果に係る協議 
  ８）M/M署名・交換 
 
（３）帰国後 
  １）今後のプロジェクト活動に反映すべく合意事項について本邦関係者と情報共有を行う（帰

国報告会）。 
 
１－４ 調査団構成 

担当分野 氏 名 所 属 

団長・総括 伏見 勝利 JICA公共政策部日本センター 課長 

評価分析（役務） 岩瀬 信久 有限会社アイエムジー 

日本語コース評価分析 中島 透 国際交流基金関西国際センター 専門員 

日本語コース評価企画 武田 友理 国際交流基金日本語事業部派遣・助成課 

協力企画 末田 和也 JICA公共政策部日本センター課 

 
１－５ 調査日程 

 2008年10月１日（水）～10月18日（土） 
 詳細日程は、付属資料４参照。 



－3－ 

第２章 終了時評価の方法 
 
２－１ 評価手法 

 本終了時評価調査では、『改訂版JICA事業評価ガイドライン』に沿って、①プロジェクトの当
初計画、②現時点での計画達成状況および達成のための課題を確認し、③評価５項目（妥当性、

有効性、効率性、インパクト、自立発展性）に基づき評価を行った。これらの結果、および評価

結果を踏まえたプロジェクトの今後のより効果的な実施のためのいくつかの対処案（提言）につ

いて教育青年スポーツ省（Ministry of Education, Youth and Sport：MoEYS）をはじめとするカンボ
ジア側関係機関と協議し、M/Mを締結した。 
 
 具体的な調査方法は以下のとおりである。 
 
（１）文献資料調査と評価グリッド・質問表の作成 
   国内において、事前評価調査報告書、実施討議結果（Record of Discussion: R/D）、中間評価

調査関連資料、専門家業務完了報告書、その他プロジェクト関連資料の精査を行った。これ

に基づいて、プロジェクトの概要表であるPDMの内容を確認し、中間評価調査（2006年10月）
で検討・協議したうえ、2007年６月の評議委員会で承認された改訂PDM（PDM１）を評価用
PDMとして利用することとした（付属資料１のM/M ANNEX 1を参照）。そして、同PDMに基
づいて調査項目を設定し、各項目に対する情報収集方法を「評価グリッド」として取りまと

めた。また、プロジェクトの①（日本人）専門家、②C/PおよびCJCCのスタッフ・講師、③
関係省庁等の関連機関の三者に対する質問表を作成し、JICAカンボジア事務所と現地プロジ
ェクト・チームを通じた配布と回収を依頼した。 

 
（２）質問表調査および質問表に基づく面接調査 
   現地に先乗りしたコンサルタント団員（評価分析担当）が、プロジェクトの専門家、C/P

およびCJCCスタッフに対して、上記の調査方法について説明をして理解を得たうえで、 
  ・専門家に対する質問表調査と個別面接調査（長期専門家４名と短期専門家２名の合計６名） 
  ・カンボジア人所長を含むC/P５名とCJCCスタッフ12名の計17名に対する質問表調査と個別

面接調査（計12名） 
  を行った（質問表調査・面接調査の結果については付属資料２を参照）。 
   また、日本語コース評価団員２名が、日本語コース受講者（CJCCサービス・ユーザー）に

対する質問表調査（計111名）とカンボジアの日本語教育関係者に対する質問表調査（計43

名）、個別面接調査（計20名）、および現地日本語講師（カンボジア人２名、日本人４名）に

対する面接調査と、RUPP内外で日本語教育に従事する国際協力基金専門家やJICA青年海外
協力隊（Japan Overseas Cooperation Volunteers：JOCV）隊員との面接調査を行った。 

 
（３）現場観察を含めた現地での評価調査の実施 
   評価調査団全員が現地調査入りした後、CJCC施設の見学と教室、機材、図書館等のリソー

スの稼動・利用状況、CJCCの管理・運営業務の実態を観察した。その上ですでに集められた
情報をもとにプロジェクトのこれまでの活動実績および実施プロセスを検証し、評価５項目
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に基づいて評価を行い、それらの結果を評価グリッド結果表（「２－２」を参照）と評価レポ

ート（付属資料１のM/Mを参照）にまとめた。 
 
（４）カンボジア側との協議とM/Mの署名・交換 
   本評価調査の分析結果をもとに、MoEYSとRUPPをはじめとするカンボジア側関係機関お

よび日本側関係者と情報共有と協議を行ったうえで、それらの結果を踏まえてM/M（付属資
料１を参照）として取りまとめて署名・交換した。 

 
２－２ 主な評価項目と情報・データ収集方法（評価グリッド） 

 本終了時評価調査では主な調査項目と情報・データ収集方法を評価グリッドとしてまとめたう

えで活用した。本調査で作成・活用した評価グリッドでは、以下に記述する実績および実施プロ

セスの検証と評価５項目の観点から評価設問を設定し調査を行った。 
 
（１）実績および実施プロセスの検証 
  １）実績の検証 
  ・投入は計画どおり実施されたか（計画値との比較） 
  ・成果は計画どおり産出されたか（目標値との比較） 
  ・プロジェクト目標は達成されたか（目標値との比較） 

  ２）実施プロセスの検証 
  ・活動は計画どおりに実施されたか 
  ・技術移転の方法に問題はなかったか 
  ・プロジェクトの運営体制に問題はなかったか 
  ・プロジェクト実施過程で生じている問題や効果発現に影響を与えた要因は何か、等 

 
（２）５項目評価 
  １）妥当性 
    必要性、優先度、手段としての妥当性の観点からプロジェクト実施の妥当性を評価。 
   ａ）必要性（ターゲットグループのニーズとの整合性） 
   ｂ）優先度（カンボジアの開発政策・我が国の援助計画との整合性） 
   ｃ）手段としての妥当性（適用方法の妥当性、ターゲットグループ選定の適切性、日本の

技術の優位性等） 
  ２）有効性 
    プロジェクトの成果とプロジェクト目標の達成度を検証し、プロジェクトの効果を評価。 
  ３）効率性 
    投入（コスト）と成果の達成状況とを比較し、プロジェクトの実施の効率性を評価。 
  ４）インパクト 
    上位目標の達成見込み、その他の波及効果を評価。 
  ５）自立発展性 
    政策・制度面、組織面、財政面、技術面等の観点から、総合的な自立発展性を評価。 
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 前記の視点に基づく調査・評価結果を「評価グリッド結果表」に取りまとめた（和文について

は付属資料３を参照、英文については付属資料１のM/M ANNEX 8を参照）。なお、上記（１）の
実績および実施プロセスの検証に係る調査項目については、その調査・評価結果を評価５項目の

妥当性、有効性、効率性、インパクトの項にまとめたうえで総合的に評価・整理した。 
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第３章 プロジェクトの実績 
 
３－１ 投入実績 

 調査の結果、プロジェクト開始から約４年半が経過した終了時評価時点まで、当初のスケジュ

ールに従って適切な投入が行われていることが確認された。投入実績概要は以下のとおりである。 
 
（１）日本側投入 
  １）専門家派遣：これまで、長期専門家７名（合計198MM、現在は４名を派遣中）に加えて、

HRDコース運営にかかわる計46名の短期専門家を延べ158回の機会（合計89MM）に派遣し
1、広報等その他分野の５名の専門家を延べ11回の機会（合計40MM）に派遣した（付属資
料１のM/M ANNEX 3-1を参照）。 

  ２）本邦研修：カンボジア人プロジェクト関係者の本邦研修受入れは2003年度と2004年度に

各１名、2005年度に４名、2006年度に１名、2008年度に１名の計８名について行われた。

これらは、HRDコース、日本語コース、交流事業の各活動やCJCC全体の運営・管理に係る
技術移転の効果を高めるうえで役立っている（付属資料１のM/M ANNEX 3-2を参照）。 

  ３）供与機材：日本側の投入機材については、コピー機、車両、PC等のハードウェアと関連
ソフトウェア、書籍、DVDやCDが適切に供与され有効に活用されていることが確認され
た（付属資料１のM/M ANNEX 3-3を参照）。 

  ４）運営経費：日本側の現地運営経費（在外事業強化費）はこれまでに約119万ドルが投入さ

れており、CJCCの運営が軌道に乗り始めた2006年度以降は年間31～32万ドルの規模となっ
ている。その他にHRDコース運営コンサルタントの現地業務費として2007年度までに約10
万ドル（2007年度は2.3万ドル）が支出されている。この２つを合算した2007年度の日本側

現地運営経費総額は約34.3万ドルであり、2007年度のCJCC運営総経費である約39.6万ドル
の約87％を占める。RUPPが配置している５名のC/Pの給与差額分（諸手当等）とCJCCが雇
用する40名弱のスタッフの給与等はこの日本側運営経費によって支弁されている（付属資

料１のM/M ANNEX 3-5を参照）。 
 
（２）カンボジア側投入 
  １）C/P配置：実施機関であるRUPPからCJCC所長を含めた４名のC/Pが当初配置された。そ

の後１名が増員され、現在５名のRUPP職員がCJCCにほぼ専属で配置されている。なお、CJCC
が独自に採用・雇用したスタッフ約41名（パートタイムを含む）を加えた計46名が現在、①

総務、②HRDコース、③日本語コース、④交流事業、⑤広報、⑥図書館、⑦メンテナンスの
７部門に分かれて配置されている（付属資料１のM/M ANNEX 2 および ANNEX 3-4を参照）。 

  ２）土地・建物・施設等：本プロジェクトでは日本側の無償資金協力によって建設・供与さ

れた建物と施設を利用している。CJCCの敷地はプノンペン市内にあるRUPP構内にカンボ

                                                        
1 「HRDコース」とは「人材育成コース（Human Resource Development Course）」の略称である。HRDコース運営についてはプ
ロジェクト設計時に長期専門家派遣を検討していたが、他の先行する日本センター案件での経験と教訓を踏まえて、プロジ
ェクト開始当初から業務委託方式による本邦コンサルタントとの契約によって運営を実施し、必要に応じた短期専門家派遣
としている。ただし、コンサルタント選定を含めたJICA事務手続きの制約等により、最初のHRDコース専門家の派遣時期が
2005年８月末となりプロジェクト開始から１年以上の不在期間が生じるとともに、年度ごとの契約更新の必要性により毎年
４～５月には同分野の専門家派遣が行われていない。 
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ジア側が用意した。なお、供与建物の完成（2005年11月）まではカンボジア側がプロジェ

クト運営に必要な部屋と施設を提供した。 
  ３）運営経費：カンボジア側はR/Dの合意事項に沿って、C/Pの基本給とCJCC建物・施設の

水道・電気代を負担している。2007年度の当該金額は約4.3万ドルであり、同年のCJCC運
営総経費39.6万ドルの10.8％を占める。この予算はRUPPの一般予算とは別にMoEYSと経
済財務省の合意のもとに、本プロジェクトにかかわる特別予算としてカンボジア政府から

支給されていることが確認された。なお、CJCCは会計・税務上の独立機関として認可され
ており、これまでに約20万ドルの自己収入を得る一方、約5.7万ドルを現地経費として支出

している（付属資料１のM/M ANNEX 3-5を参照）。 
 
３－２ 成果の達成状況2  

 成果の達成状況は以下のとおりである。各指標の達成状況を含めた詳細は評価グリッド（和文

は付属資料３、英文は付属資料１のM/M ANNEX 8）を参照。 
 
 ３－２－１ 成果１：CJCCが効率的・効果的な管理・運営システムを構築する。 
  指標1：毎年の年次予算計画が策定され、四半期ごとに見直される。 

  指標2：2009年に施設がより多く利用される。 

  指標3：会議が定期的に開催される。 

  指標4：図書室の年間運営計画が策定される。 

  指標5：2009年までに図書館利用者が増加する。 

  指標6：図書館収入が増加する。 

  指標7：メンテナンス報告が毎週、作成される。 
 
 カンボジア人所長の下で７部門からなるCJCC組織が整備され、各職位に人材が配置されてい
る。職員の基本的な義務と責任を規定する「スタッフ規則（Rules and Regulations for Cambodian 
Staff）」が導入された。運営の意思決定にかかわる「承認書（Approval Sheet）」も導入されてい
る。モニタリング・システムの一環として各部門の月次報告が所長に提出されている。CJCC
内の運営会議と専門家会議も頻繁に開催されている。 

 
 JICA予算に基づく年次予算計画が毎年策定され、四半期ごとに適切に見直しされている。し
かし、CJCCの自己収入・支出の予測と計画を含めた統合的な財務計画は策定されていない3 。
カンボジア人所長、各部門マネージャー、専門家による会議が毎週開催されている。 
 CJCCサービス・ユーザーに対しては「施設・設備利用規定（Rules and Regulation for the Use of 
CJCC Facilities and Equipment）」が作成され、クメール語、日本語、英語で用意されている。来

                                                        
2 「３－２ 成果の達成状況」から「５－１ 提 言」までの各章の本文は、M/M添付の終了時評価レポートとの整合性を確
保するために同レポート（英文）の和訳としている。補足説明が必要な部分は脚注またはBoxにて記述している。 

3  JICA予算に基づくCJCCの年間運営経費総額は約32万ドル（2007年度）である。2007年度はその他にHRDコース運営コンサ
ルタントによる運営経費（JICA負担）が約2.3万ドル、RUPP支出の経費（C/P基本給、電気・水道代）が約4.3万ドル、CJCC
自己収入からの経費支出が約１万ドルあり、運営経費総額は合計約39.6万ドルであった。本終了時評価調査で、これらをす
べて１つの表にまとめた予算・収支表を作成（付属資料１のM/M ANNEX 3-5を参照）しており、今後CJCCが同表を基礎と
した予算・収支計画・管理を行っていくことが望ましい。 
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館者数、CJCC会員費を含めた図書館収入、CJCC設備の稼働率はいずれも増加している4 。 
 このように成果１にかかわる活動は順調に進んでおり、プロジェクト終了までに成果１は達

成される見込みである。 
 
 ３－２－２ 成果２：CJCCが効果的なHRDコースを提供する。 
  ２－１．HRDコースの管理・計画・運営システムが構築される。 
  ２－２．市場経済とビジネス・マネジメント・スキルにかかわるHRDコース（セミナー・シ

リーズ、起業家コース、企業経営コース）が提供される。 
  ２－３．カンボジア・ビジネス界、教育研修機関、国際機関、政府系機関とCJCC HRDコー

ス間における情報共有システムと協力活動が整備される。 
 
   指標2-1-1：運営・管理システムの設計 
   指標2-2-1：①セミナー、②起業家コース、③企業経営コースの計画策定 
   指標2-2-2：上記の年間実施計画 
   指標2-2-3：32回のセミナー、24クラスの起業家コース、28クラスの企業経営コースの実施 
   指標2-2-4：教材数がセミナーで26、起業家コースで24、企業経営コースで28 
   指標2-2-5：応募者数が起業家コースで97、企業経営コースで418 
   指標2-2-6：参加者数がセミナーで3,000、起業家コースで74、企業経営コースで359 
   指標2-2-7：修了者数が起業家コースで70、企業経営コースで275 
   指標2-2-8：卒業生数が起業家コースで70、企業経営コースで275 
   指標2-2-9：20の企業・組織が企業診断を受ける。 
   指標2-2-10：コース出席率が80％に達する。 
   指標2-2-11：受講者平均スコアが75％に達する。 
   指標2-2-12：受講者満足度がセミナーで95％以上、起業家・企業経営コースで3.3以上 
   指標2-3-1：HRDコースの情報活動件数が新聞で74、ウェブサイトで66、Eメールで27、招

待状で200 
   指標2-3-2：HRDコース運営スタッフによるカンボジア・ビジネス組織の訪問件数が400に達

する。 
 
  HRDコースでは、「セミナー・シリーズ」「起業家コース」「企業経営コース」が設計・実施
されている（HRDコースの運営結果の詳細は、付属資料１のM/M ANNEX 4を参照）。終了時評
価時点までに、24回のセミナーに5,578名の参加者、18クラスの起業家コースに81名の受講者、

21クラスの企業経営コースに60名の受講者（フル科目ベース）があった。コース修了者数は起

業家コースで45名、企業経営コースで228名である。これらのプログラムの受講者・参加者の

満足度は大変高いと見られる。 
  上記の３つのプログラムに加えて、HRDコースはカンボジア銀行協会との協働によって４回
にわたって合計200名以上の参加者に対する銀行員研修を実施した。さらに、11社の企業がCJCC

                                                        
4 終了時評価調査団の現地調査期間中もCJCC１階ロビー（展示スペース）と中庭のテーブル・スペースや図書館には多くの訪
問者、自習者、懇談者が見られ、各教室と大ホールの稼動状況も高いことが確認された。また、CJCCの人的リソースと管
理ノウハウを活用して本田財団からの委託業務を実施するなど、活動の幅と自己収入増加に努めている。 
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による企業診断を受けている。 
 
  HRDコース部門には１名のマネージャーと１名のアシスタント・マネージャー、２名の事務
員が配置されている。カンボジア人スタッフの能力向上にかかわる計画が行われ、マネージャ

ーとアシスタント・マネージャーの能力は適切に向上していると推定される。これらの点から

成果２はほぼ達成される見通しである。HRDコースにおける重要課題は実践的なビジネス研修
で講師になりうるカンボジア人の中核人材を見出し育成することである。 

 
Box３－１ HRDコースの運営 

 HRDコース運営は、プロジェクト開始当初から本邦コンサルタントへの業務実施委託契約によ
り、複数の短期専門家（コンサルタント・チーム）派遣による運営が行われている。2005年11

月に、カンボジアのビジネス研修の需要・供給にかかわる調査とコース編成・各コースの詳細設

計を行う「ベースライン調査」を実施し、その結果に基づき、 
（１）目的別セミナー（セミナー・シリーズ） 
（２）実践起業集中コース（起業家コース） 
（３）企業経営コース（2005年度は「総合経営コース」の名称） 
を年度ごとに実施してきた。また、ベースライン調査結果を基礎にしたコース編成・内容を、受

講者の反応・評価結果等を反映して毎年見直し、少しずつ修正している。 

 カンボジアは若年層が増加傾向にあるピラミッド型の人口構成を有し、起業と既存企業の拡大

による若年層の雇用創出が課題となっている。このような認識のもとでHRDコースでは若手の起
業家や企業人の育成に注力している。主力事業である２つの研修コース（起業家コースと企業経

営コース）の概要は以下のとおりである。 

①起業家コース：新規起業をめざす若手ビジネスマン（候補）を対象とするコース。 
  １日2.5時間の講義を４日間連続して行い、計10時間／週の研修を延べ９～11週間（総講義

時間は90～113時間）にわたって実施する。受講者はこの研修期間中に６つの異なる科目（６

クラス）を順次受講する（全科目必修）。年に１回の開講で、受講者数は15～25名程度である。

2008年度の科目構成は「ビジネスアイディアの創成と事例研究（カンボジア有望分野のケース

スタディ）」「マーケティングと販売計画」「簿記」「財務計画」「ビジネスプラン作成演習」「ビ

ジネスプランの発表と評価」である。このうち「簿記」コースは、2006～2007年度の起業家コ

ースにおいて多くの受講生が簿記の基本を習得していないために「財務計画」の講義を理解で

きなかった経験を踏まえて、2008年度から設定されたものである。なお、受講料は2005・2006

年度が180ドル、2007・2008年度が200ドルである。 

②企業経営コース：実践に応用できる基礎経営理論を習得するともに、企業経営上の課題につい

て実践的なアドバイスを受けようとする企業幹部や管理者を対象とするコース。受講者の所属

先は現地企業、外資企業、NGO関係者で現地企業については個人や家族経営の零細・小企業が
中心である。１日2.5時間の講義を４日間連続して行い、計10時間／週の研修を延べ12～14週

間（総講義時間は120～144時間）にわたって実施する。受講者はこの研修期間中に７つの異な

る科目（７クラス）を順次受講する。ただし、受講者ニーズに応じて一括募集だけでなく科目
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別募集を併用しており、複数年度にわたって複数の科目を受講している者が多い。各科目は年

に１回の開講で、受講者数は23～67名である。科目構成はプロジェクト開始以来、「企業経営

の課題と要点」「人材管理」「マーケティング」「簿記会計」「財務管理」「生産管理」「経営改善」

の７つで変更はない。受講料は2005・2006年度が一括180ドル、科目別（１科目）30ドルだっ

たが、2007・2008年度は一括200ドル、科目別35ドルである。 

  なお、セミナーは半日または１日程度の事業で、無料ないし数ドル（１～５ドル程度）の受

講料としている。参加者数は事業ごとに異なるが数十名から300名規模である。年間受講者総

数と１回当たり受講者数は2005年度の1,054名と117名から2007年度にそれぞれ1,386名、173

名に増加している。 

 
 ３－２－３ 成果３：CJCCが質の高い（中級レベルの）日本語コースを提供する。 
 
  指標1：年間コース計画が毎年、策定される。 
  指標2：全コースが100％定員を満たす。 
  指標3：ほぼすべての受講者がコースに満足する。 
  指標4：90％以上の受講者がコースを修了する。 
  指標5：2007年の日本語能力検定試験で日本語コース受講者の５％が２級に合格する。 
 
  日本語コースでは終了時評価時点までに44の研修コース、１回のセミナー、８つの特別プロ

グラムが計画・実施された（日本語コースの運営結果詳細は付属資料１のM/M ANNEX 5を参照）。
応募者数は常に各コースの定員を上回っており、すべてのクラスが100％の定員で充足されて
いる。受講者総数は1,620名に達した。参加者のうち、71％がコースを修了する一方、すべて

の参加者が各コースに「大変、満足した」または「満足した」と質問表調査で回答している。 
 
  CJCC日本語コースの特徴は中級クラスと日本語教師研修の運営であり、相対的に高いレベル
の受講者に対する質の高い研修を提供している。プノンペンの日本語学校の現地講師もCJCC
の研修コースを受講している。毎年の日本語能力検定試験の実施によって、CJCCは日本語教育
界のリーダー的存在としての認知度を高めてきている。また、現地講師による研修実施も進ん

でいる。これらの観点から、CJCCは成果３をほぼ達成すると見込まれる。 
 
  日本語コースに関する１つの懸念は、日系企業がこれまでカンボジアでのビジネスを拡大し

てきていないため、卒業生が習得した語学能力を活かす機会が少ない点である。 
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 ３－２－４ 成果４：CJCCがカンボジアと日本の間の人材と情報のネットワークに貢献する交
流事業を提供する。 

 
  指標1：年間事業計画が毎年、策定される。 
  指標2：約40の事業が毎年、実施される。 
  指標3：90％の参加者が事業に満足する。 
 
  プロジェクト開始以来2008年８月末までに206の交流事業が実施され、30,325名の参加者があ

った。各事業の参加者に対する質問表調査では、ほぼすべての参加者が当該事業に満足したこ

とが明らかとなっている。これらの事業では日本文化だけでなくカンボジア文化の様々な側面

も紹介している。なお、大部分の事業の参加費は無料である（交流事業の運営結果詳細は付属

資料１のM/M ANNEX 6を参照）。指標の観点からは、CJCCが成果４を達成しつつあることを示
している。 

 
  本分野での課題は日本文化事業にかかわる人材の欠如である。お茶や生け花等の事業はプノ

ンペン在住日本人のボランティアに頼っているが、日本文化を教えることのできる適切なボラ

ンティアを確保することは難しいことが多い。特定分野での短期専門家の派遣がないことも交

流事業実施にかかわる制約の一つである。 
 
 ３－２－５ 成果５：CJCCがウェブサイトやその他の活動を通じた広報、情報提供、カンボジ

アと日本双方の他機関とのネットワーキング活動を促進する。 
 
  指標1：ウェブサイトが毎月、更新される。 
  指標2：合計25,000名（学生を含む）の来館者がある。 
  指標3：合計５万件のウェブサイトへのアクセスがある。 
  指標4：HRDコースと日本語コースのマルチメディア教材とCJCC広報ビデオが製作される。 
  指標5：認知度調査結果 
 
  成果５は中間評価の結果としてPDMに追加されたもので、CJCCは広報活動・情報提供を行
ってきた。CJCCはクメール語、日本語、英語のウェブサイトを稼動させており、アクセス件数
は16万以上に達している。プロジェクトはHRD・日本語の両コースのマルチメディア教材を開
発するとともに、カンボジアの日本人を紹介するテレビ番組「お元気ですか」を監修した（広

報、情報提供等の運営結果の詳細は付属資料１のM/M ANNEX 7を参照）。認知度調査によれば、
CJCCの名前を知っている人の割合は2007年の14％から2008年９月の24％に上昇した。 
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３－３ プロジェクト目標の達成度 

〈プロジェクト目標〉 
 市場経済化促進のための人材育成と、日本・カンボジア間の相互理解・協力関係を促進する

ための活動を継続的に実施できる体制が整う。 
 
 指標-1：CJCC会員数が900名に増加する。 
 指標-2：現地経費の15％がCJCCの自己収入によってカバーされる。 
 指標-3：プノンペン市内でのCJCCの認知度が高まる。 
 指標-4：両国の大学間交流等の交流活動の数 
 指標-5：HRDコースのすべての段階がC/P主導で実施される。 
 指標-6：HRDコース卒業生のうち、６名が新事業を開始する。 
 指標-7：HRDコース卒業生のうち、70％が現在の業務において経営改善する。 
 指標-8：日本語コースのすべての段階がC/P主導で実施される。 
 指標-9：日本に留学した卒業生数（読売奨学生プログラム等を含む）が増加する。 
 指標-10：交流事業のすべての段階がC/P主導で実施される。  

 
 付属資料１のM/M ANNEX 8に記述されているように、プロジェクト目標達成を測定する指標
の大部分は終了時評価時点までに満足されている。CJCCの会員数と認知度は増加しており、各
部門の運営の大部分がC/P側の主導で徐々に実施されつつある。多くのHRDコース卒業生が既
存事業の経営改善や新規事業を開始したことを認めている。奨学金を得て日本に留学した日本

語コース卒業生は17名に達した。既述のように期待された５つの成果は発現しつつあり、プロ

ジェクト目標達成の前提となる３つの外部条件は基本的に満足される見通しである。これらの

観点から、プロジェクト目標はほぼ達成される見通しである。成果の達成結果を受けて、ほと

んどの専門家、C/P、CJCCスタッフがプロジェクト目標は達成されると見ている。この見方は
評議委員会の何人かのメンバーのコメントによっても確認された。 
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第４章 終了時評価結果 
 

４－１ 評価結果要約（結論） 

 本プロジェクトはJICAによる協力の開始から４年半を経過した。まったくのゼロからのスター
トだった本プロジェクトは順調な進展を見せており、プロジェクト終了までにプロジェクト目標
を達成する見込みが非常に高い。CJCCは二国間の相互理解を促進するための自立発展可能な「サ
ービス提供」機関としての基本的な管理・運営構造を確立した。実践的なビジネス研修と日本語
教育の双方における質の高い研修実施機関としてのCJCCの認知度はプノンペン市内で次第に広ま
りつつある。しかし、カンボジアの市場経済促進と二国間の相互理解・友好関係の促進に係る目
に見えるインパクトを確認するにはもうしばらく時間を要するものと見られる。将来の満足すべ
きインパクトを確保するためには、より長期にわたって効果的・効率的な事業を計画・実行する
CJCCの継続的な努力が求められる。特に、CJCCの組織的、財務的な自立発展性を確保すること
が今後検討すべき重要課題である。本プロジェクトは今後の発展のための基盤を確立したものの、
カンボジアの関連する諸機関やJICAとともに、CJCCが本プロジェクトの自立発展性を強化するた
めにより多くの努力を払う必要がある。この観点から、カンボジア側から要請されている「フェ
ーズ２」プロジェクトが双方の関係者によって真剣に検討・議論されるべきである。 
 
４－２ 評価５項目に基づく評価結果 

 ４－２－１ 妥当性 
  本プロジェクトの全体的な妥当性は高いということが適切である。 
  詳細は以下のとおりである。 
 
 （１）カンボジアの開発政策にかかわるプロジェクトの妥当性 
    カンボジア政府は2006～2010年の新たな「国家戦略開発計画（National Strategic 

Development Plan：NSDP）」の下で「四辺形戦略（Rectangular Strategy）」を推進中で、「民
間セクター開発と雇用創出」と「キャパシティ向上と人材育成」を重点課題中の２つとし

ている。本プロジェクトは「市場経済化促進とカンボジア・日本間の相互理解と協力を強

化する一貫した人材育成が実施される」とする上位目標を有しており、上述のカンボジア

政府の政策を前提とした同国開発ニーズに合致している。 

 
 （２）ターゲット・グループにかかわるプロジェクトの妥当性 
    HRDコースでの主要ターゲットグループは中小企業（Small and Medium-Sized Enterprises：

SME）オーナー、企業のトップと中間管理職、新規起業家として設定されている。カンボ
ジアのビジネス人材の間では依然、市場経済下でのビジネスの実践的知識とスキルの向上

が必要とされており、HRDコースの需要は強い。応募者数は常に各コースの定員を上回っ
ており、コース実施終了後の各質問表調査では参加者からの比較的高い満足度が示されて

いる。 

 

    日本語コースと交流事業におけるターゲットグループは日本語や日本文化に興味を有す

る学生と一般市民として設定された。初級Ｉクラスにおいて常に定員の２～３倍の応募が

あることやCJCCだけが日本語教師研修を実施していることに示されるように、日本語コー
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スのニーズは高い。また、多くの参加者が交流事業に対する高い満足度を示している。 

 

 （３）JICA国別支援戦略にかかわるプロジェクトの妥当性 

    JICAの対カンボジア支援戦略は同国の自立的な開発促進と貧困削減のために、四辺形戦

略を念頭に置き、４つの重点分野における14の開発課題を設定している。本プロジェクト

はJICA重点分野の一つである「経済・産業開発」下の「民間セクター開発」に資する重要

な技術協力として位置づけられている。 

 

 ４－２－２ 有効性 

  全体として、本プロジェクトは比較的高い有効性をもつと評価される。 

  理由は以下のとおりである。 

 

   ＜プロジェクト目標達成の見込みと貢献要因＞ 

    既述のように、プロジェクト設計時に定義された５つの期待される成果とプロジェクト

目標はプロジェクト終了までにほぼ達成される見通しである。有能なC/Pおよびプロジェ

クト（CJCC）により雇用されたスタッフが適切に配置され、プロジェクトに対する強い責

任意識を彼らが示し、専門家との効果的な共同作業が行われたことが主な貢献要因であ

る5。日本の無償資金協力によって供与された充実した建物と設備、およびカンボジア国民

の間での日本に対する好感6が、当初からCJCCの認知度と関心を一定程度高めたと見られ

る。日本語コースと交流事業の適切な連携が取られたことが、受講者・参加者によるCJCC

の日本語コースや様々な事業への参加意欲と動機を強めており、プロジェクトの有効性を

高めている。 

 

 ４－２－３ 効率性 

  以下に記述するように、本プロジェクトでは投入による成果達成への転換が適切な水準で確

保されており、比較的、高い効率性をもつと評価される。 

 

 （１）専門家の派遣 

    過去４年半の間に合計７名の長期専門家が継続的に日本から派遣された。HRDコースの

運営・管理については46名の短期専門家が延べ158回の機会に派遣された。広報、図書館シ

ステム他の分野において６名の短期専門家が延べ12回の機会に派遣された。質問表・面接

調査によれば専門家の質、分野、派遣時期はほぼ適切だったと思われるが、いくつかの専

門分野では最も適切な専門家派遣がなかったとする意見が複数のC/Pとスタッフから出され 

                                                        
5 その背景としてMoEYS幹部の本プロジェクトに対する強いコミットメントと、同関係者のカンボジア政府内での昇進等の事
実があることも見逃せない（詳細は「５－２－１」で後述）。 

6 日本は民政移管後のカンボジアにおけるトップ・ドナーとして貢献してきており、その事実に対する認識を基礎とした親日
感がカンボジア国民の中にあるという。この見方は本終了時評価調査の面接調査において、C/P、CJCCスタッフ、関連機関
等からたびたび指摘された。 
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   た。CJCCへの専門家派遣の投入量はJICA日本センター・プロジェクトの中で最大である7。 
 
 （２）本邦研修 
    RUPP学長、CJCC所長、各セクション・マネージャーを含む８名のC/PとCJCCスタッフ

が日本での研修を受けた。質問表・面接調査によれば、これらの数と研修内容はプロジェ

クトの効率性を高めるうえで十分適切だったと判断される。本邦研修で得られた知識、経

験、ノウハウはCJCCの運営・管理面で効果的に活用されている。 
 
 （３）機材供与 
    活動に必要な機材はスケジュール通りに供与された。質問表・面接調査によれば、専門

家、CJCCスタッフ・講師のいずれもが機材の種類・質がプロジェクトの効率的実施のため
にほぼ十分だったと認識している。ただし、図書館の書籍の数と種類がCJCC会員の様々な
ニーズを満足する点で依然不足しているとの声がいくつかあった。 

 
 （４）C/Pとスタッフの配置 
    所長と複数のセクション・マネージャーを含む５名のC/PがRUPPによってプロジェクト

に適切に配置された。すべてのC/Pが日本での留学や仕事の経験を有しており、有能でプ
ロジェクトの運営・管理にかかわる意欲も十分であると判断される。５名のC/Pが全員す
でに本プロジェクトでの本邦研修を受けており、効果的なプロジェクト運営のための管理・

技術面での能力を向上させるのに貢献したと評価される。CJCCの現地マネージャーとスタ
ッフが適切に配置され、多くが有能である。 

 
 （５）プロジェクト予算 
    カンボジア側が水道・電気代を負担する一方、JICAがプロジェクト運営のために必要な

十分な予算を供給している。2007年度のCJCCの全体予算規模は約40万USドルと推定され
る。JICAにより供給される経常予算に加えてCJCCは自己収入と自己支出を拡大している。
2008年４～８月に、CJCC累積収入の28％がCJCCの現地経費の支出に当てられた。質問表・
面接調査によれば、予算額はCJCCの効果的な活動を実施するうえで適切であると考えられ
ている。CJCCの全体経常支出に対するCJCC自己収入額の比率は2007年度に19.1％と低い
水準にとどまっている。 

 
 （６）プロジェクト管理 
    CJCCの管理・運営手順は適切に確立されている。プロジェクト設計時に運営委員会

                                                        
7 長期専門家の派遣数とHRDコース運営をはじめとする短期専門家の投入量が多い点は、①一部の日本センター事例に見られ
る「JICA技術協力プロジェクト以前の日本センター組織・機能の存在」がなかったこと、②カンボジアの発展段階が相対的
に低く、CJCCに求められるサービス提供に必要な組織構築・運営にかかわる能力向上（技術移転）の範囲と量が大きかった
こと、③無償資金協力で建設・供与された建物・施設の大きさに見合う相対的に大きな業務量がCJCCに期待されるとともに
実施機関であるRUPPから他の日本センターと比較して多いC/P数（５名）が適切に確保されたことなどの要因によって、結
果的に「比較的、大きな量の成果を達成している」ことから「ほぼ妥当」と見ることができる。一方、後述するように（「５
－２－１」を参照）、HRDコース運営を中心に、短期専門家派遣の投入量については一層の効率化を図る余地があると見ら
れる。 
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（Managing Committee：MC）の機能とメンバーが定義され、これまでにMCが３回開催さ
れたものの、国立経営大学（National University of Management：NUM）と王立法経大学（Royal 
University of Law and Economics：RULE）による参加はなかった。質問表・面接調査によれ
ば、MCはプロジェクト設計時に期待されたほどには機能していないと多くの関係者が見
ている。 

 
 ４－２－４ インパクト 
  終了時評価時点では相対的に限定的なインパクトをもたらしているものの、本プロジェクト

はより大きな規模のインパクトを発現する高い可能性を有すると評価される。 
 
 （１）上位目標達成の見込み 
    上位目標達成にかかわる指標の状況は以下のとおりである。 
   １）CJCC会員数が1,083名に増加した（目標：1,500名）。 
   ２）CJCC累積収入（余剰金）の28％が、2008年４～８月に現地経費として消費されたこと

に表わされるように、一定の現地経費がCJCC自己収入によって賄われている。 
   ３）すべてのコースや事業が日本側支援のもとでカンボジア側によって実施されている。 
    判断には時期尚早だが、CJCCの様々な活動が将来的に継続しさらに強化されれば、上位

目標の達成は長期的に可能であると考えられる。上位目標の達成は本プロジェクトに対す

る将来のカンボジア側の更なるオーナーシップとコミットメントの増加にかかっている。 
 
 （２）経済的側面 
    HRDコースの多くの卒業生が業績改善や新事業開始に成功したと認めており、長期的に

カンボジアの市場経済促進につながる可能性がある。HRDコースではカンボジア銀行協会
との協働により４回にわたって合計200名以上の参加者に対する銀行員研修コースを実施し

ており、民間セクターに対する同国金融界の供給サイドの能力強化を通じて、一般のHRD
コース受講者の利益にも貢献したと考えられる。 

 
 （３）社会的側面 
    2007年と2008年に実施された認知度調査によれば、質の高い研修実施機関および交流事

業提供者としてのCJCCの認知度は高まっており、プロジェクトが将来、正の社会的インパ
クトを発現する良い兆候である。 

 
 （４）その他のインパクト 
    １名のNUM講師がHRDコースの講師として本プロジェクトに参加している。しかし、

HRDコース運営における他の大学や研修機関との協力と協働は依然限定的でプロジェクト
設計時に期待されたより大きなインパクトは終了時評価調査時点では予測されない。 

 
    日本語コースでは他の語学学校の講師を含めた現地日本語教師に対する研修を実施して

いる。さらに、カンボジア日本語教師会との協働がプロジェクトのインパクト拡大に貢献

したと推定される。プロジェクト活動による現地講師の能力向上を通じて、より広範なカ
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ンボジア国民に対して正のインパクトを与える可能性があることを示している。 
 

Box３－２ HRDコースの具体的なインパクトの事例 

【事例１】ゲストハウスの新規立ち上げ（実践起業集中コース受講者） 
 実践起業家集中コースを受講した受講生が欧米人をターゲットとしたゲストハウス（Frangipani）
の経営を開始した。 
 このゲストハウスは収益と社会的貢献を融合させたカンボジアにおいては、新しいコンセプト

のビジネスであるといえる。 
 具体的には、従業員は元ストリートチルドレンであり、彼らに対し、社会復帰のための研修・

訓練を雇用を通じて提供するというものである。 
 ゲストハウスではターゲットとした欧米人の好みに合うモダンな内装とし、当初の目的どおり、

欧米人の客をメインとして、客室の高い稼働率を達成している。そのため、現在第２のゲストハ

ウスを建設中である。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

ゲストハウスの概観 

 
【事例２】製造会社による経営改善（企業経営コース） 
 それまで、顧客からのオーダーは従業員の好みの様式にて生産工程に進めていた。しかし、現
場では各従業員により提供されるオーダーの情報が異なっていることもあり、しばしば混乱が生
じていた。 
 そのため、企業経営コースの生産管理の受講を通じ、生産管理の工程で使用するOrder cardを
作成し、一つの表に必要なデータをまとめ、誰もが共有できるように改善した。 
 講義に参加していないスタッフともミーティングを重ね、講義で得た情報を共有しつつ、会社
に対応したシートの改善を試みている。 
 この実践により、必要な情報はすべてこのシートにより提供されることになり、生産工程での
混乱は劇的に減少した。また同じ様式により、スタッフ間のコミュニケーションも容易になり、
生産性が向上した。 
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トライアルで導入しているオーダーシート 
 
【事例３】塗料の生産・販売会社の経営改善（経営診断対象企業） 
 Campaint Manufacturing社は、40名以上の社員を抱え、毎年の売上や利益が順調に増えている「成
功企業」。2008年の経営診断時にも収益の向上が認められた。 
 社長が熱心であることから、５Sが徹底されており、生産性の向上は年々改善されていること
がうかがえる。 
 以上のこともあり、塗料の生産・販売ではカンボジアで第４番目の会社に成長。 
 創業社長はとびぬけて優秀。一方で、中間管理職を育て権限委譲するという課題を抱える。 
 
〈経営改善の成果〉 
①マーケティングの手法を導入したことによるNational Brandの確立、それに伴う大幅な売上増。
ただし、実際のマーケティング実践には現時点でも問題あり。 

②製造現場への５Sの実施が生産効率の向上 
③社員の増加に伴う組織のあり方も、経営診断を通じ指導されており、企業としてのあるべき組

織体系が徐々に構築されつつある。 
④経営診断を通じ、良いものは取り入れるという風土が生まれている。  
 
 
 
 
 
 
 
 
 

経営診断後、資材は整頓され、生産効率が向上 
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 ４－２－５ 自立発展性 
 本プロジェクトは技術面では比較的高い自立発展性を有するが、組織・財務両面において中

程度の自立発展性を有すると評価される。プロジェクトの自立発展性向上のために、いくつか

の対応策が取られるべきである。 
 
 （１）制度面 
    「CJCCの設立」が、2005年10月に首相による公式決定（Decision）として承認された。

CJCCの法的ステータスと機能が同決定に記述されており、CJCCが自己勘定を有して受講
料徴収と自己支出をしながら様々な研修プログラムやサービスを提供することを正当化し

ている。CJCCの目的と業務はR/Dとともに現行PDMに定義されているものの、関連機関と
の効果的協力や支援を含めた長期的観点におけるMoEYS下のCJCCの明確なビジョンと位
置づけはいまだ十分に検討・整備されるにはいたっていない。 

 
 （２）組織面 
    組織図が明確に定義されており、プロジェクト運営にかかわる管理・運営手順は適切に

確立されている。プロジェクト活動と各セクション間での相互関係が増大するなかで、各

職位のより明確な定義づけと責任分担の仕組みが一層向上していくことが期待される。CJCC
の管理職の間で効果的な権限・責任の分担が確保されるように、CJCCがより効率的な組織
メカニズムを構築していくことが望まれる。同時に、CJCCは受講者、参加者、訪問者に対
する「サービス」を提供しているとの認識を高め、効率的な「サービス提供」機関として

の能力強化を図っていくことが重要である。この課題に対応するためには、CJCCスタッフ
に対する体系的な研修計画を検討・策定していく必要があろう8。 

 
 （３）財務面 
    カンボジア政府が５名のC/Pの基本給と水道・電気代に必要な予算をRUPPに配分する一

方、その他のすべてのCJCC運営活動経費を日本側が供給している。この意味で、プロジェ
クトは財務面で日常業務運営に支障を来すような問題は抱えていないが、長期的には財務

面での脆弱性を抱えている。 
 
    CJCCは自己収入と収入のある活動を増やしてきたが、CJCCの運営経費総額に対するCJCC

自己収入の比率は2007年度に19.1％と低い水準にとどまっている。収入ある活動の増加と

ともに、CJCC自己収入は将来徐々に増加すると見られるが、CJCCがその費用回収率を大
きく改善する可能性は低い。 

                                                        
8 「効率的な組織メカニズムの構築と研修計画の策定」には、①各マネージャー職とスタッフ職の職務要件、権限、業務量の
定義、②各職位に必要な知識・ノウハウ・能力の明確化と習得方法のプロセス化（マニュアル化、座学研修、OJT等）、③所
長とマネージャー間、各マネージャー間の情報共有と意思決定プロセスの明確化、④中期的な人員配置・人材育成計画の策
定とそれに基づく人材管理と研修実施、等が含まれるべきである。 

  本終了時評価調査の質問表・面接調査では、CJCC所長を除く主要なC/P、CJCCスタッフ、専門家の一部から「CJCCの意
思決定が所長に集中しすぎで、各マネージャーの権限が明確でなく主要スタッフのモチベーション確保が難しい」との指摘
が出された。この点につき、本終了時評価調査の過程で調査団とCJCC主要関係者との間で何度か議論されたが、専門家の
適切な助言・指導を含めて今後引き続き検討・対応していくべき課題であると考えられる。 
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    CJCCは財務的な脆弱性を克服するために、収入と支出の双方の効率的な計画に係る基本
方針をより詳細に作成することが求められている9。 

                                                        
9 「収入と支出の双方のより詳細な計画に係る基本方針」の策定にあたっては、活動の強化・拡大による自己収入増加につい
て検討する必要がある。ただし、現在でも５つの教室や大ホールを中心に施設稼働率は高めに推移しており、施設面の制約
から研修コース数の拡大や施設賃貸（有料）ができない事例が発生している点に留意が必要である。また、研修事業の拡大
においては、現地講師の講師料や日本人専門家の投入コストの増加によりトータルの事業収益（投入コスト）が「事業量が
拡大すればするほど投入コストが増加する（赤字が膨らむ）」可能性がある点を十分に理解したうえで、適切な投入の形態
と投入コストのあり方を含めた総合的な検討が必要である。 
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第５章 提言と教訓 
 
５－１ 提 言 

 以上の分析をもとに、終了時評価調査団は、CJCCが期待される活動をカンボジア側のより強い
オーナーシップによって効果的に実施していくために、プロジェクトの残り期間中に次の対応を

取るように勧告した。 
 
（１）プロジェクトの実施上、カンボジアの変化するニーズに対応する柔軟なCJCC事業の運営を

図る必要がある。その観点からCJCCが、 
  １）各部門間のより効率的な情報共有と協働を図りながら、HRDコース、日本語コース、交

流事業の各活動の連携を強めた運営を図る。 
  ２）各職位の書面による機能定義の明確化を含め、中期的な人員配置と職員研修プログラム

を策定する。 
  ３）職務マニュアルの整備等の制度能力を開発する自立的方法を検討する。 
  ４）収入創出事業と自己収入の効果的な支出の双方に係る明確な方針を含めた中期的な財務

管理計画を策定する。 
  ５）自立発展可能な運営を可能にする自己収入増加のための更なる努力を行う。 
  ６）自立発展可能かつ現実的な財務計画を可能にするCJCC施設能力の向上を検討する。 
 
（２）HRDコース運営 
   現地リソースの一層の活用を図るために、CJCCが、 
  １）現地講師の発掘および能力向上にさらに注力する。 
  ２）商務省や他のビジネス研修機関等の関連機関との協働にかかわる努力を増加させる。 
  ３）HRDコース卒業生に対するフォローアップ活動として卒業生間の意見・経験の交換を図

る機会とCJCCネットワーク拡大のための機会を増やす。 
 
（３）日本語コース運営 
   より一層の成果を達成するために、CJCCが、 
  １）中級クラス以上のコースで教えることのできる現地講師の数を増やすために、カンボジ

アの日本語教師に対する日本語研修能力の更なる向上のためのより多くの研修コース実施

に努力する。 
  ２）大学や語学学校を含めた日本語教育コミュニティのネットワーキングにかかわる調整機

能を強化する。 
 
（４）交流事業運営 
   様々な事業をより効率的に実施するために、CJCCが、 
  １）王立芸術大学やその他の大学との情報共有と協働を増やす。 
  ２）既存事業の改善と両国の文化・伝統の一層の理解を深めるための新たな事業の設計を行

いながら、新たなターゲットグループを発掘する努力を行う。 
   また、さらに効果的な成果を達成するために、プロジェクトの残り期間中と終了後におい
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て次の事項を検討するように勧告した。 
   ａ）商務省等の評議委員会メンバーである関係機関とCJCCの関係を強化すべきである。

CJCCはそれら機関との共同事業を効果的に計画・実施するためにより積極的なアプロー
チを取ることが期待される。 

   ｂ）MCの権限と責任の再定義とともに、CJCCの意思決定プロセスについてさらに検討す
べきである。 

 
５－２ 教 訓 

 ５－２－１ 成功要因と今後の課題 
 （１）カンボジア政府、特にMoEYSとRUPPによるオーナーシップ 
    本プロジェクトはカンボジアの市場経済化促進に資する人材育成を育成することが重要

目標の一つであり、プロジェクト設計時にはMoEYSだけでなく商務省等の関連官庁も実施
機関となることに意欲を見せた案件である。事前評価調査段階で、MoEYSの監督のもとで
RUPPが実施機関となることが決定されたが、本プロジェクトのその後の推移と成功振りを
見る限り、その判断は妥当だったいうことができる。 

 
    プロジェクト形成時にRUPP学長としてR/Dに署名したPit Chamnan博士は、その後MoEYS

筆頭長官（次官）に昇格し、本終了時評価のM/M署名者となった。同氏は評議委員会の共
同議長として引き続き本プロジェクトのリーダー役として機能する強い意欲を見せている。

また、R/D署名時のMoEYS長官のIm Sethy博士は現在同省大臣の職にある。プロジェクト
開始時の両氏による強いリーダーシップと調整力によって、関連官庁の関係者が参加する

評議委員会が形成・機能するとともに、RUPP予算とは別枠での本プロジェクト対応予算（光
熱水料など）が毎年、経済・財務省によって承認・供給されている。また、CJCC所長をは
じめとする５名のRUPP教官がほぼ専任のC/Pとして配置されている事実は他の日本センタ
ー案件にはない特徴（強み）である。このように、カンボジア政府、特にMoEYSとRUPP
による強いオーナーシップとコミットメントは本プロジェクトの成功をもたらしている最

大の要因であり、このプラスの側面はMoEYS高官２名がその職にとどまり日本側の支援が
続く限り変わらないと見られる。この点は同時に、技術協力プロジェクトの形成・実施に

あたって当該国の政権中枢に近い意欲ある「キーパーソン」をいかにして的確に見出し、

プロジェクト実施の責任者として確保していくことの重要性を示すものである。 
 
    また、プロジェクト設計段階（無償資金協力による施設案件を含む）では、CJCCを実施

機関としてRUPP以外の経営・ビジネス関連学部を有する高等教育機関も検討されたようだ
が、上記事実とともに、終了時評価調査団が訪問したNUMとRULEのキャンパスの現状を
見る限り、キャンパスに一定の余裕があり立地面にも問題のないRUPPの選択は適切だった
と判断される。 
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 （２）適切かつ意欲ある人材のC/Pまたはスタッフとしての登用 
    前述のようにMoEYS高官とRUPP幹部による本プロジェクトへの支持・支援に加えて、

その前提条件下で有能な人材がC/Pとして配置されたこともプロジェクトの成功をもたら
した要因である。また、C/P以外にも本プロジェクトにより雇用されたカンボジア人スタ
ッフの多くが有能かつ責任感をもった人材である。C/Pと主要スタッフの多くが日本での
留学や仕事の経験を有すると同時に、５名のC/P全員が本プロジェクトでの本邦研修を受
けており、プロジェクトの有効性と効率性を高めたということができる。なお、その前提

として本プロジェクトがJICA日本センター案件では最後発のプロジェクトであり、配置さ
れたC/Pやスタッフに対する適切な技術移転のノウハウと経験を日本側が有していたこと
もプロジェクトの有効性と効率性の双方を高める要因になったと考えられる。 

 
    今後、CJCCの組織的自立発展性を高めていくためには、これら既存の中心的人材の更な

る能力向上を図るとともに、一般スタッフの研修やOJTを通した新たなマネージャー層の
育成、より幅広い層からの潜在的なCJCCスタッフ・マネージャー候補の掘り起こしを図っ
ていく必要がある。この観点から、日本語コース受講生や交流活動参加者のデータベース

への登録・データ更新等による人材情報の蓄積・活用が重要となろう。すなわち、日本語

コースの優秀な卒業生等を日本語講師候補としてだけでなくCJCCのマネージャー候補とし
て考えていくことである。CJCCが研修等のサービス提供機関としてだけでなく、効果的な
組織運営のための人材と長期的な二国間相互理解促進のための中核人材の育成機関または

インキュベーター（孵化器）の機能を果たしていくことが、自立発展性向上のうえで重要

である。さらに、CJCCでC/Pもしくはスタッフとして十分な知識と経験を積んだ人材が中
期的にカンボジアに立地する日系企業への就職を果たして成功するような事例が出てくれ

ば、短期的にはCJCCの管理・運営面に負の影響を及ぼしかねないものの、長期的観点から
はCJCCの自立発展性を向上（CJCCの勤務経験がその後のキャリア形成にプラスになると
いう評判により、さらに優秀な人材がCJCCでの勤務を希望するようになるなど）させるこ
ととなろう。この点は、HRDコース受講生のその後の進路やキャリア形成についても同様
である。 

 
    この点に係る今後の教訓として提言でも指摘したように、HRDと日本語の両コースを中

心に研修や各事業の卒業生・参加者の名簿・データベース（DB）の整備やOB会活動・OB
に対するフォローアップ活動を強化して、CJCCネットワークの強化・拡大を図るとともに、
HRD、日本語、交流事業の各活動の連携を強化することが重要である。同時に、CJCCに雇
用され働く職員に対して、OJTだけでなく段階に応じた研修を実施し、中期的な能力向上
とキャリア形成の道筋を明示してモチベーションの向上を図ることが必要である。CJCC
が組織内と研修事業の双方で育成した人材のネットワークを、より効果的に維持・強化し

ていくことで、本プロジェクトの一層のインパクト拡大や自立発展性強化につなげること

が可能になると考えられる。 
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 （３）関連機関との協力・連携の強化 
    本プロジェクトでは、設計段階で評議委員会やMCの構成を工夫することにより、政府

部内や他大学等の関連機関との効果的な連携を図ることが企図されてきた。しかし、関連

機関からは本プロジェクトに対する一定の理解や支持があるものの、具体的な協力や協働

が行われた事例はほとんどなく、この点は今後の課題である。したがって、「CJCC組織と
活動の基盤形成」というこれまでの成功を基礎として「各活動における関連機関との連携

内容と程度をさらに深化させることを検討し、関連官庁との具体的な共同事業の企画・実

施やCJCC活動の中でのトレーナー育成（Training of Trainers：TOT）の比重を高めること
で、より大きなインパクトの拡大をめざす」ことが望まれる。 

    すなわち、HRDコースでは「最終ユーザー（SMEのオーナー・経営者・管理者等）の研
修・指導ができる現地講師やビジネス・コンサルタントの育成」を強化し、日本語コース

では「日本語教師の能力向上」に係る活動を強化することである。カンボジアの市場経済

化と民間セクター振興の発展段階はまだ低いのが現状であり、いわゆるBDS（Business 
Development Service）の市場も需要と供給の両面で発達していない。すなわち、CJCCがHRD
コースを中心に民間セクター振興に資する研修やコンサルティング等のBDS機能を担って
いくことで、同国のBDS市場の健全な形成に資することが可能であると考えられる。した
がって、これまでの「最終ユーザーに対するサービス提供」の経験を活かしたうえで、今

後は関連機関との有効な協力・連携を図り、TOTの活動を強化することでプロジェクトの
有効性とインパクトをさらに拡大することが期待される。 

 
    特に、NUMやRULE等、プロジェクト設計時に重要な連携機関として期待された経営系

の大学で教鞭を取る非常勤教員や民間コンサルタント等の中から、実践的なビジネス研修

のできる人材を発掘し、データベース化したうえで中期的なTOT計画を策定・実施してい
く対応が求められる。また、民間ビジネス研修機関との情報交換を進め、各研修機関のト

レーナーに対して日本的経営を中心とした市場経済促進にかかわる実践的なビジネス・ノ

ウハウの研修を行い、BDS供給者の能力向上を進めていくべきであろう。さらに、交流事
業や広報活動において進めている大学間交流を二国間だけでなく、MoEYS傘下のプノンペ
ンと地方の主要大学の参加による情報交換と交流を進めて、CJCCをカンボジア内外の大学
の教育・人材情報と交流の拠点としていくことも連携促進の一つの方法である。この点に

ついては、後述のAUN/SEED-Net（Southeast Asia Engineering Education Development Network）
との連携・協力とも共通する課題である。その意味で、現在NUMとRULEの学長をメンバ
ーとしつつも実質的に機能していないCJCCのMCを解消したうえで、NUMやRULEに加え
て複数の大学の参加による新たな「CJCC大学諮問委員会（CJCC-University Advisory 
Council）」を組織して、大学間の情報交換・交流のプラットフォームとすることも一案で
ある。 

    また、民間企業や産業組織、カンボジアに投資を検討する日系企業等に対しては、既述

のHRD・日本語両コースの卒業生・参加者の名簿・データベース（DB）をもとにした人材
情報の蓄積と紹介活動を進めて、CJCCの「人材の情報センター」としての機能強化による
関連機関との連携・協力を進めることも一つの方向性である。 
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    一方、プロジェクト設計時に検討された政府機関職員に対する研修については、事業の

有効性と効率性確保の点で確認すべき課題が数多くあると見られ、以下に記述するJICAの
他の支援プログラムとの効果的な連携の枠組みに留意しつつ、慎重に検討していく必要が

あろう。 
 
    評議委員会メンバーである各省庁等の政府機関については、CJCC側がより積極的な情報

提供や企画立案（マーケティング）を行い、共同事業の企画・運営を進めていくべきであ

る。例えば、商業省が進める投資促進プログラムに関連して、展示会、見本市、投資促進

セミナー、投資促進にかかわる研修等の共同事業をCJCCの施設や運営・実施能力を活用し
て、企画・運営していくことは十分に可能かつ現実的であると考えられる。また、プロジ

ェクトがこれまでに製作したビジネスと日本語の両分野でのマルチメディア・コンテンツ

をCJCCの今後の活動のみならず、関連機関それぞれの事業や活動の中で積極的に活用して
いくなどの連携・協力も検討していくべきである。 

 
 （４）民間セクター振興を意識したJICAの他の支援プログラムとの連携可能性の検討 
    今後の課題の一つとして、より一層のカンボジア側のオーナーシップ主導による自立発

展性確保が求められるCJCCの将来像に関して、MoEYSとPit Chamnan長官による「高等教
育改革」にかかわる方針・方向性を確認しつつ、CJCCと民間セクターとの関係強化を意識
したJICA関連プログラムとの連携・相互補完を検討していくことが重要になってくると考
えられる。 

 
    本プロジェクトはJICAの対カンボジア支援政策の中で「民間セクター振興プログラム」

における重要プロジェクトであると位置づけられている。CJCCが提供しているHRDコース
の起業家コースと企業経営コースの２つは、カンボジアの民間セクター振興における「中

小零細企業振興」に資するものとして重要視されている。このような位置づけを前提とし

て、CJCCはHRDコース運営を中心とした諸活動において今後、カンボジアの中小零細企業
振興の視点に立った企画・運営を行うとともに、この分野での関連プログラムとの連携・

相互補完を強化すべきである。具体的には、2005年12月から2007年２月に実施された開発

調査「経済政策支援」を受けて今後、新たなJICA開発調査「投資誘致窓口の機能強化調査」
が実施される予定であり、この調査の内容と進展を把握しつつ、一部の研修事業やセミナ

ー開催をCJCCのリソースを活用して実施することが考えられる。また、円借款による「中
小企業育成・地方環境インフラ開発ツーステップローン事業」の形成・実施が現在、検討

されており、これが実現する場合はCJCCが行っている起業家コース、企業経営コースの卒
業生に対する融資紹介・斡旋や、カンボジア銀行協会との協働によるツーステップローン

促進にかかわる新たな研修やセミナーの企画・運営等も有効な事業となりうる。 
 
    一方、JICAはASEAN域内の工学系主要大学の能力強化と域内大学間および本邦大学との

ネットワーク強化を図るAUN/SEED-Netプロジェクト（フェーズ１）を2003年から2008年
まで実施し、現在さらにフェーズ２（2013年までの５年間）を展開中である。カンボジア

では、CJCCが立地するRUPPとほぼ隣接するカンボジア工科大学（Institute of Technology of 
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Cambodia：ITC）が参加メンバー校で、政府側責任者は本プロジェクトと同様MoEYSのPit 
Chamnan筆頭長官である。AUN/SEED-Netフェーズ１では、ITCの若手教官・研究者から68
名に上る人材が、修士課程または博士課程を他の参加校で履修するとともに共同研究や留

学機会等によって能力向上を図ってきた。CJCCが他大学との一層の連携を図るとともに、
製造業セクターをはじめとする民間セクターとの連携や直接的な成果の波及をめざす場合、

工学系高等教育機関の「技術経営（Management of Technology）」における教育・技術支援
両分野における能力向上にかかわる事業を視野に入れていく必要がある。この観点から、

AUN/SEED-Netとの効果的連携やベトナムでJICAが実施している「ホーチミン工科大学地
域連携プロジェクト」での地域経済・地場産業の競争力向上に資する高等教育機関による

研究・開発・技術支援サービス提供の能力向上の経験を本プロジェクトで活用していくこ

とを検討していくべきであろう。もちろん、カンボジアの発展段階の現状を考慮すると、

RUPPやITCを含めたMoEYS傘下の高等教育機関が製造業を含む同国民間セクターへの技術
支援や連携サービスを効果的に提供できるだけの基盤を形成していくにはまだ多くの時間

を要すると思われる。しかし、CJCCが民間セクターとの連携強化（産学連携）を図ること
で長期的な自立発展性を確保することは一つの重要な方向性であり、MoEYSが傘下の大学
の教育・研究・産学連携強化を長期的に進めようとする場合には忘れてはならない側面で

あろう。 
 
 ５－２－２ 阻害要因の分析と教訓 
 （１）HRDコース運営における専門家派遣形式 
    HRDコース運営では、プロジェクト開始当初から法人一括契約による業務委託方式での

事業運営を行ってきた。これにより、JICAから委託を受けたコンサルタント企業が組織と
して責任をもって、変化が激しく、カバーする領域の広いビジネス分野におけるコース設

計・運営を終始一貫して行ってきた。その結果、ベースライン調査や各種ニーズ調査に基

づいた柔軟なコース設計・運用、広い範囲にわたる適切な短期専門家の選定と派遣、プロ

ジェクトのPDMを数値目標等の面でさらに詳細に定義したモニタリング用PDMを独自に策
定してより効果的・効率的な業務管理とモニタリングを進めたことなどにより、プロジェ

クトの有効性と効率性の向上に寄与したと考えられる。一方、成果が求められる業務実施

契約であるがゆえに、HRDコースの円滑な運営を重視するあまり、ときに現地スタッフへ
の技術移転が後回しになったり、現地講師の発掘・活用に慎重になるケースが出てくるこ

とが避けられない。また、本プロジェクトではあまりにも多くの短期専門家が多くの機会

に繰り返し派遣され、単純に航空賃という観点のみを考慮しても日本側投入コストの肥大

化を招いた感が否めない。さらに、本プロジェクトの初期段階に長期滞在型のHRDコース
専門家が不在だったことで、C/Pとの共同作業の体制作りやコースの初期設計の点での障
害となったことも事実である10。 

 

                                                        
10 これらの点は本終了時評価の専門家に対する質問表・面接調査でも指摘された。詳細は付属資料２．質問表・面接調査の回
答集計結果を参照。 
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    これらの点を踏まえた今後の教訓として、業務実施契約による専門家派遣とプロジェク

ト実施のプラス面を十分評価しつつ、プロジェクトの有効性と効率性を一層高めるために、

業務委託方式での事業運営をプロジェクトのどのタイミングの、どの範囲の投入に適用す

るかについて再検討する余地がある。また、HRDコース運営のみをプロジェクトの最初か
ら最後まで業務委託方式で行い、その他の日本人専門家をJICA直営の長期専門家とする現
行方式は、専門家間の指示・命令系統や意思疎通の面で種々の課題を抱えるケースが発生

する可能性を否定できない。特に、日本人チーフ・アドバイザーがHRDコース運営および
同分野の複数に上る派遣専門家（コンサルタント）を掌握しかねるケースが発生するリス

ク（例えば、JICA本部契約のコンサルタントが本部との意思疎通のみを重視するなど）に
は常に留意が必要である。また、相手国側実施機関のオーナーシップが強く、専任の所長

が配置されている本プロジェクトのような場合には、チーフ・アドバイザーの派遣をHRD
コース運営とあわせて業務委託範囲に含めることも、今後の一つのオプションとして検討

する必要が出てくると考えられる。それらを含めて、日本人専門家投入の肥大化を避け、

より効果的・効率的な専門家投入を図っていくことが重要である。 
 
 （２）CJCCマネージャー・スタッフの離職懸念の増大 
    CJCCが有能なC/Pと若い現地スタッフの確保に成功し、採用された現地スタッフが高い

意欲と責任感をもって業務にあたっていることはプロジェクトの成功要因の一つであるが、

能力を高めたCJCC現地スタッフの離職の傾向が今後顕在化することが懸念されている。
CJCCが優秀なマネージャーや若手現地スタッフをこれまで採用・雇用できたのは次のよう
な理由によると考えられる。 

   １）カンボジア国内の就職状況の悪さや物価水準の低さから、相対的に魅力的な雇用条件

を提示できる環境にあり、優秀な人材を確保しやすかった11。 
   ２）日本によるODA事業という点での信用がある。また、現地スタッフに一定の仕事の裁

量が与えられており、責任をもって仕事に取り組むことができる。 
   ３）無償資金協力による立派な建物と施設が用意されており、カンボジアの他の機関、企

業に比べてPCや事務機器、図書、教材等、新しく質の高い設備・機材が整備されており、
業務環境が整っている。 

   ４）日本人専門家との日々のコミュニケーション、共同作業、OJTとともに、本邦研修や
国内、ASEAN地域への出張機会があり、自己の能力向上に係る期待を高められるととも
に一定程度、自己実現の満足を感じることができる。 

 
    しかし、基本的に有能なうえに日本の政府開発援助プロジェクトを経験して能力向上し

た英語および（または）日本語でのコミュニケーション能力をもつ若手現地スタッフが、

次の能力向上やキャリアアップ、昇給の機会をCJCCの外に求めることは避けようがない。
したがって、この点に関する今後の課題として、プロジェクトの自立発展性を高めるため

に、基本給に加えて担当職務やコース運営の実績に基づいて加給金（ボーナス）を出すな

                                                        
11 ここ数年の世界景気の拡大に伴うカンボジアの経済水準拡大とインフレ率の上昇、JICA現地業務費の頭打ち（削減）傾向が
あいまって、本要因のプラス効果はすでに剥落しているという。 
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どの待遇面での改善12や、過去にCJCCで就業した経験のある人材をより魅力的な条件で再
雇用するなどの新たな人事管理制度の設計、現地スタッフへの一層の裁量権の付与や中期

的な人材配置・トレーニング計画を策定・明示する必要があるという点があげられる。こ

れらの対応策によって、現地スタッフのCJCCで働くインセンティブとコミットメントを一
層高めていくことが組織的自立発展性向上の面で重要である。 

 
 

                                                        
12 そのための財源として、HRDコースを中心に、応募者数・参加者数・参加者の満足度等に基づいた現地スタッフ・講師に対
する加給金付与を、受講料（CJCC自己収入）を財源として検討する余地があると考えられる。これは、別の課題であるCJCC
の中期的な財務計画（収入・支出計画）の策定・実践にも関連する課題である。ただし、給与を中心とした職員の福利厚生
条件では実施機関であるRUPPの制約との調整が必要であるとされており、今後の大きな課題である。 



付 属 資 料 

 

１．協議議事録（M/M） 
 
２．質問表調査・面接調査の回答集計結果 

 
３．評価グリッド 
 
４．現地調査行程 
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